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びわ湖南湖や赤野井湾、木浜内湖などで水草の異常繁茂が環境へ多大な影響を及ぼして

いる問題では、「びわ湖の水位低下が起因していることは明らか。それだけに国の責任でメ

カニズムの解明と水草除去対策に積極的な財政支援をするべき」と迫りました。１９９４

年の異常渇水以降、びわ湖南湖の水草の異常繁茂が大きな問題となっています。しかしそ

のメカニズムの解明は充分されていません。漁船の航行にも影響がでていることから、藻

刈り船や人力によるによる刈取を行っていますが、財政的な側面から場当たり的な対応に

終始しています。政府交渉では国の責任による対応を求めました。 
 

日
本
共
産
党
の
小
牧
一
美
市
議
は
１０
日
、
甲
賀
・
湖
南
・
野
洲
・
栗
東
・
草
津
の
市
議
団
、

西
川
仁
県
議
、
川
内
た
か
し
党
県
書
記
長
と
一
緒
に
、
市
民
の
み
な
さ
ん
か
ら
寄
せ
ら
れ
て
い

る
切
実
な
要
求
を
実
現
す
る
た
め
上
京
、
６
省
に
３１
項
目
の
要
望
を
手
渡
し
、
そ
の
実
現
を
迫

り
ま
し
た
（
写
真
）
。
交
渉
に
は
、
山
下
よ
し
き
参
院
議
員
も
同
席
。
雇
用
促
進
住
宅
や
Ｒ
Ｄ
産

廃
処
分
場
、
国
保
問
題
な
ど
で
、
解
決
に
道
を
開
く
貴
重
な
前
進
を
切
り
開
き
ま
し
た
。 

 

栗
東
の
Ｒ
Ｄ
産
廃
処
分
場

の
今
後
の
対
策
に
つ
い
て
は
、

「
ボ
ー
リ
ン
グ
調
査
は
有
害

物
を
探
す
の
が
目
的
。
そ
の
た

め
に
は
元
従
業
員
の
証
言
や

調
査
方
法
に
つ
い
て
も
有
効

な
内
容
に
す
べ
き
」
と
の
認
識

を
示
し
、
県
に
働
き
か
け
る
こ

と
を
約
束
し
ま
し
た
。 

雇
用
促
進
住
宅
の
廃
止
問

題
で
は
、
岩
根
宿
舎
の
「
居
住
権

を
守
る
会
」
石
田
謙
一
会
長
も
参

加
。
「
廃
止
決
定
」
の
撤
回
、
階

段
の
手
す
り
、
便
器
の
蓋
の
設
置

な
ど
住
環
境
整
備
に
つ
い
て
も

要
望
。
「
廃
止
決
定
」
に
つ
い
て

は
閣
議
決
定
と
し
な
が
ら
も

「
個
々
の
修
繕
は
管
理
者
を
通

じ
て
要
望
い
た
だ
け
れ
ば
対
応

す
る
」
と
の
回
答
を
得
ま
し
た
。

 

国
保
問
題
で
は
、
国
の
補
助
金
削
減
の
中
で
、
ど
こ
の
自
治
体
も

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
が
大
変
に
な
っ
て
い
る
こ
と
を
指
摘
。
自

治
体
に
よ
っ
て
は
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
を
行
う
な
ど
、
負

担
軽
減
の
た
め
の
対
策
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
守
山
市
は
「
繰
り
入

れ
は
、
国
が
認
め
て
い
な
い
」
と
し
て
、
繰
り
入
れ
を
行
わ
ず
、
来

年
度
も
国
保
税
を
値
上
げ
し
、
市
民
の
負
担
を
増
や
そ
う
と
し
て
い

る
こ
と
に
つ
い
て
、
「
一
般
会
計
か
ら
国
保
特
別
会
計
へ
法
定
ル
ー

ル
分
以
外
の
繰
入
は
原
則
認
め
て
い
な
い
の
か
」
と
政
府
の
見
解
を

求
め
ま
し
た
。
こ
れ
に
厚
労
省
の
担
当
者
は
「
国
保
は
、
地
方
の
自

治
事
務
で
あ
り
、
ど
れ
だ
け
繰
入
れ
す
る
か
は
自
治
体
の
裁
量
の
範

囲
。
政
府
が
認
め
る
か
認
め
な
い
か
と
い
う
問
題
で
は
な
い
」
と
、

守
山
市
の
見
解
の
誤
り
を
指
摘
し
ま
し
た
。 

平
成
22
年
度
一
般
会
計
予
算
案
は
、
個
人
市
民
税
が
対
前
年
度
比
4
億
5
千
万
円
、
法
人
市
民
税
が
対
前
年
度

比
2
億
円
の
減
収
と
な
る
中
で
、
歳
出
は
国
の
子
ど
も
手
当
て
支
給
16
億
円
、
守
山
小
・
幼
建
設
費
15
億
円
な
ど
、

対
前
年
度
比
24
億
8
千
万
円
増
の
総
額234

億
５
千
万
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
定
例
会
で
審
議
が
行
わ
れ
ま
す
。


